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第３９３回白石市議会定例会 一般質問通告書

順位 質問者（方式） 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

１ ５番 １ 白石市地域防災計画と災害発生後の検証と災害発 市 長

沼 倉 啓 介 生に伴う支援等を通じた他自治体との絆の構築につ

（一括質問一括 いて

答弁） ３．１１東日本大震災の発生を受け、平成１８年に

策定されたこれらの計画の検証を為し、今後に向け進

む必要がある。

個別事象ごとに検証結果を示して欲しい。又、この

震災によりまち自体が壊滅的な被害を受けた自治体と

比し、多大な被害を受けたとは言え余力を有すると認

識される本市が他自治体との絆を強めると思われる支

援をどの様に実現されたのか。

２ 福島原発事故に伴う放射能拡散により市民の不安 市 長

は増加の一途をたどっている

長期にわたると思われるこれらの問題に、市として

今後どの様に係わり、対応していくのか。

今後の対応の必要性について。

２ １２番 １ 大震災による被災農家への支援策と、原発事故の 市 長

四 竈 英 夫 放射能対策について 教 育 長

（一括質問一括 大震災から３か月が経ち、市民の生活もしだいに落

答弁） ち着きを取り戻し、復旧・復興への力強い歩みが始ま

っています。しかし、一方で福島原発事故による放射

能汚染の危険性が高まり、市民は新たな恐怖にさらさ

れています。

間もなく始まる夏休みを前にして、児童生徒のプー

ルの使用はどうなるのか心配されます。子どもたちに

とって、夏休みのプールは最も楽しみにしているもの

の一つです。もしプールの使用が出来なくなったとし

たら、そのショックは大きいと思います。何とか子ど

もたちがプールを使用できるよう願わずにはおられま

せん。

本市として、現在の状況をどのようにとらえ、この

夏のプールを始め校庭など野外での運動についてどう

いう対策をお考えか伺います。

また、原発休止に伴う電力不足を補うため、節電も

呼びかけられており、真夏で気温が最も高くなる時期

の子どもたちの生活が心配されます。こうしたことへ

の対策はお考えかお伺いいたします。

また、農作物への影響も出ており、七ヶ宿町では牧

草を家畜に与えられない事態も出ております。さら

に、遠くは静岡県の新茶からも放射能が検出され、出

荷を自粛していることなども報道されました。本市の

農作物への影響も懸念されるところですが、野菜など

への影響はあるのでしょうか。農家に対する情報の提
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順位 質問者（方式） 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

２ １２番 供や、不安の解消について対策を考えておられるかお

四 竈 英 夫 伺いいたします。

（一括質問一括 また、放射能の飛散値が高い所では、集団移転を検

答弁） 討している地区もあり、目に見えない恐怖との闘いを

余儀なくされています。

本市は原発から７０～８０キロメートル圏内で、今

のところ移転という逼迫した状況にはありませんが、

最悪の状況を想定し、万が一集団移転などという事態

になった場合、移転先などについての想定はされてい

るのかお伺いいたします。

一方震災により被害を受けた農地も広範囲に及んで

おります。水田の亀裂、陥没、隆起、畦畔の崩落な

ど、被害は様々です。農家は重機などによりこれらの

修復にあたっておりますが、多額の費用を要するもの

もあり、負担が重くのしかかっております。よって、

これら修復工事などに要する費用の軽減を図るための

支援策をとられるお考えがあるのかお伺いいたしま

す。

３ １０番 １ この度の巨大地震想定外の震災にこの後も市民の 市 長

大 野 栄 光 安全を守る策は充実か

（一括質問一括 千年に一度と言われた今回の震災、多大な被害と犠

答弁） 牲者が発生しました。当市においても尊い４名の方が

なくなられ、家屋、施設に被害がありました。避難さ

れた方々には地域の人やボランティア、その他の人々

が手を差し延べ温かい絆を感じられました。この後、

被害が拡大する事なく以下の点をお伺い致します。

(1) 二次災害を引き起こす地割れ、入梅期の長雨や、

台風時の大雨で道路の崩落や緩んだ山の地盤の崩落

など考えられるが、情報を掌握し、人身災害を最小

限に抑えられる策は。

(2) これまで行って来た避難訓練で、被害を小さくく

い止める事が出来たと思うが、成果を市民に知って

もらい、訓練の大切さを認識してもらうべきと思う

が。

(3) 放射線測定値も市のホームページばかりでなく、

広報紙に載せ、回覧する事も必要ではないか。

(4) 当市の上流には七ヶ宿ダムが有り、決壊となれば

甚大な被害が発生する事が予想されます。今回のよ

うに停電・通信網の遮断となれば、どういった手法

で市民に避難を告げる事になるのか、お尋ねいたし

ます。

(5) 一番の収穫量である一番草の牧草が放射線量が高

く飼料にする事が出来ない。酪農家の人達は、代替

飼料購入に資金繰りが大変です。市は助成措置の考

えは無いか。
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順位 質問者（方式） 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

４ ９番 １ 災害時の要援護者台帳等について 市 長

佐久間 儀 郎 本市では、２００８年から民生委員の方々のご協力

（一括質問一括 を得て、６５歳以上の、１）一人暮らし高齢者、２）

答弁） 寝たきり高齢者、３）高齢者のみの世帯、そして４）

障害者で災害時に支援が必要な方々を対象に「災害時

要援護者台帳と災害福祉マップ」を整備。そして、民

生・児童委員協議会、自治会連合会、社会福祉協議会

と白石市の４者で台帳等の管理・運用について協定を

締結していると理解しています。

この度の大震災で、本市では最大で２４箇所の避難

所を開設し、１，９１０人が避難されたわけですが、

台帳等はどのように活かされたのかをお尋ねします。

①４者間の台帳等にかかる管理・運用協定内容をお

知らせください。②次に、この度の災害で各地区担当

の民生・児童委員の皆さんは、当然ながら台帳等を活

用されたと推測しますが、自治会、消防団、自主防災

組織での運用はどうだったのでしょうか。

わたしは、災害弱者である要援護者情報が地域での

共通認識、共有化されていなければ、実際の活動で不

都合が生じるのではないかと思っています。そこで③

要援護者情報が地域での共通認識になっていくための

障害というか、個人情報保護法との関わりから、とも

すれば過度の保護意識に陥ってはいないかと懸念して

います。従って、どうすれば有効利用できるのかを行

政として地域に周知しておく必要があるのではないか

と思います。

こうした取り扱いについて、どのような判断基準を

お持ちなのか、市長の所信をお伺いします。

２ 『防災士』の養成・育成について 市 長

今回の地震災害にあたって、安否確認、避難誘導や

避難所の運営等、自主防災組織の果たした役割は、大

変に大きかったと思います。やはり行政のマンパワー

には限度がありますし、少なくとも公的機関が被災地

に着くまでは、地域に居る人が協同連携して非常事態

に対処することが重要になってきます。ますます、本

市では自主防災組織率をたかめ、その拡充を図る必要

があります。そのためには、地域と密接な関係にある

防災リーダーが不可欠ではないかと考えます。

地域防災リーダーのひとつに、多くの自治体で期待

している民間の有資格者として、防災士があります。

防災士は、災害時は勿論、平常時においては防災知識

・技能を活かして啓発活動をなし、大災害に備えた自

助・共助活動等の訓練や防災と救助等の技術の練磨な

どに取り組みます。

わたしは未組織の地区に自主防災組織を立ち上げて

いく活動、役割も期待しながら、本市が助成措置を講
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順位 質問者（方式） 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

４ ９番 じ、防災士の養成・育成事業にのりだしてみてはどう

佐久間 儀 郎 かと考えていますが、市長の所見を伺います。

（一括質問一括 ３ 宅地災害の助成について 市 長

答弁） 東日本大震災において、仙台市で丘陵住宅地被害が

甚大であると報じられていますが、本市でも宅地危険

度判定で「危険」、若しくは「要注意」と判定された

件数は少なくないと聞いています。

やはり丘陵住宅地の地盤沈下や斜面に盛土して造っ

た宅地はもともと地盤が緩く、地震による強い揺れで

地滑りを起こしてしまったもの、あるいは旧来の湿地

を埋め立てた住宅地区に被害が多くでたように見受け

られます。

復旧するために、大きな問題は、被災者生活再建支

援制度等は住宅が対象で敷地は対象外であり、人工の

斜面は自然の崖地と異なり、国の補助対象にならな

い。私有地は原則所有者が直すしかないということで

す。

しかし、そうであっても、今回の被災状況は、個人

が全額改修工事費を負担するには余りにも規模が大き

すぎる、また被災者が高齢者の世帯だったり、とても

所有者が対処できる範囲を超えていると思います。

ついては、市独自の支援策は講じられないものか、

救済策が考えられないものか、市は財政的理由で踏み

切れないとすれば、国の公的支援制度を創設するよう

強く訴えてもらいたいと考えますが、市長の所信を伺

います。

４ 災害復興計画策定について 市 長

東日本大震災を受け宮城県内３５市町村のうち１７

市町村が、単なる復旧にとどまらず、新たな視点を取

り入れたまちづくりを目指して震災復興計画を策定す

べく取り組んでいます。その多くは、津波で被災した

沿岸部を抱える自治体ですが、内陸部ながら、本市も

震災復興計画策定を考えていると報道されています。

現に復興対策室が設置され、復興理念などが既に復興

対策会議で協議されたことが、今般、行政報告されま

した。また、本会議で同僚議員から議案質疑の際いく

つか質されたところです。多少、重複しますが、この

計画が本市の将来を方向付けるものになるのだろうと

認識しておりますので、わたくしからも災害復興計画

策定について、以下の点をお尋ねさせていただきま

す。

①復興対策会議の構成メンバーと、どのような視点

で委員が選抜されたものか。②すでに復興理念、方針

のような話し合いがなされているということですが、

どういう内容なのか。③それは、第５次総合計画基本

構想、基本計画と関わり、位置づけはどうなるのか。
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順位 質問者（方式） 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

４ ９番 ④有識者や住民の知見や意見を反映させる手法、住民

佐久間 儀 郎 参加の仕組みをどのように考えているのか。⑤県の復

（一括質問一括 興計画との整合性は図られているのか、またどのよう

答弁） に調整しているのか。県は自治体の要望などを聴き取

る作業をしていくと聞くが、現状はどうなのか。⑥復

興計画期間はどのくらいを想定しているのか。⑦いつ

までに災害復興計画が策定され、いつ市民に提示され

るのか。

５ 放射性物質拡散への対処について 市 長

遺憾ながら、東電福島第１原発事故は全く収束の見 教 育 長

通しがたっていません。先般、丸森町の牧草から県内

で初めて許容値を超える放射性物質［放射性セシウ

ム］が検出されたことで、これまで県内は「安全」と

いう意識が一変したように感じます。

宮城県民の放射能汚染に対する不安が高まり、原発

の安全性に対する信頼が大きく揺らぐ中、宮城県では

６月中に測定指針（対象品目、調査頻度などの指針）

を策定し、原子力災害の地域防災計画を見直す方針を

明らかにしました。また、宮城県内の保護者でつくる

市民グループが、子どもを守るために、親が判断でき

る正確な情報を提供してほしいと、宮城県議会に請願

書を提出しています。そして、最近、隣の角田市で

は、市内の全小中学校で屋外プールを使った水泳の授

業を実施しない方針を固めた、と大きく報じられまし

た。

このような動きに対し、本市でも放射性物質拡散事

象を深刻に受け止めていると思います。現に本定例議

会に、放射能の観測態勢を強化する予算措置が提案さ

れたことからも窺えます。原発事故による放射性物質

の拡散は人ごとではなく、本市の市民の健康が脅かさ

れている以上、放射線量の観測態勢を強化するのは当

然のことで、隅々まで市民に情報を提供して、市民の

不安解消に努めることが大事です。先般行われたよう

な市民公開講座を１回限りではなく、事故が収束する

まで事態の変化に対応して何度か開催していくことも

必要ではないかと思っています。

ここで私がお尋ねしたいのは、先述した市民グルー

プの請願項目、すなわち1)大気中放射線量測定の詳細

結果の公表、2)給食用食材の線量測定の実施、3)幼稚

園、保育園、学校への線量測定器の設置、4)プールの

線量測定体制が整うまでの使用禁止について、以上の

４項目であり、本市では、どのように取り組むのか、

また市民の不安解消策をどのように充実させていくお

考えでいるのか、市長と教育長の所信をお聞かせくだ

さい。
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順位 質問者（方式） 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

５ ７番 １ 白石市地域防災計画の見直しについて 市 長

山 田 裕 一 ３月１１日に発生した東日本大震災では、市内各所

（一問一答） で甚大な被害が発生した。当市では、平成１８年２

月、白石市地域防災計画を策定し、これまでに風水害

等対策や震災対策を進めてこられた。

本計画は、「災害対策基本法第４２条の規定に基づ

き、毎年検討を加え、必要があると認める時は、これ

を修正する。」と明記してある。つまり、今回の大震

災が元となり、本計画がこれまで以上により現実的で

強固なものになるであろうと考える。そこで、大震災

から３か月が経過した現在、本計画のシュミレーショ

ンが甘かった部分や、逆に本計画に盛り込んでいかな

くてはならない項目等、市長の率直な感想を伺いたい

。 市 長

２ 放射線線量測定ポイントと市民への周知について 教 育 長

当市では、３月１５日より東北電力白石営業所と公

立刈田綜合病院で空間放射線モニタリング測定を行

い、ホームページでアップしている。

４月７日から越河駅、４月２１日から越河小学校で

測定を開始し、現在は、小学校６校、保育園３園など

市内各所でのモニタリング実施と測定結果がアップさ

れている。市民からは、「その他の学校等での測定は

されていないのか」という声を伺うが、今後、放射線

線量測定ポイントを広げる考えはないのか。所見を伺

う。

また、近隣自治体では、放射線の心配からこの夏の

プール授業を自粛する動きも見れるが、白石市教育委

員会として例年通りの授業計画を実施するに至った経

緯を伺いたい。 市 長

３ ６次産業化の積極的推進について

平成２３年３月１日、「地域資源を活用した農林漁

業者等による新事業の創出等及び地域の農林水産物の

利用促進に関する法律」が施行された。本法律は、農

山漁村の６次産業化を促進するため、農林漁業者によ

る農林水産物及び、その副産物の生産及び、その加工

又は販売を一体的に行う取り組み等を創出することを

目的をしたものになっている。このような取り組みを

行う農林漁業者が６次産業化法の認定を受ければ、農

業改良資金や定期的な６次産業プランナーのフォロー

アップまた、新商品の開発や販路拡大の取り組みに対

して３分の２の補助が可能となっている。

当市においては、市内各所に産直所やＮＰＯ法人が

運営している直売所があり、更なる地産地消や地産外

消の気運が高まっている。そこで、行政として積極的

に６次産業化推進を進めてはいかがか。市長の所見を

伺う。
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順位 質問者（方式） 質 問 事 項 ・ 要 旨 答弁を求める者

６ ２番 １ 損壊建物等の撤去対応について 市 長

管 野 恭 子 本大震災においては、本市でも多数の建築物の損壊

（一問一答） が発生した。解体撤去には多額を要するが、本大震災

により被害を受けた市町村には、「東日本大震災に係

る災害等廃棄物処理事業実施要領」に基づき、国支援

で実施できるが、本市でも早急のスタートを強く望む

が、市長の見解を伺う。

２ 被災住宅地復旧工事助成について 市 長

本大震災で宅地、擁壁等に崩落、亀裂等の被害を受

け、復旧には大きな経済的加重を被災者は負うことに

なる。現在、国では何ら支援施策が明らかではない。

このまま放置する事は２次災害を起こす可能性も高

い。よって復旧工事への助成を実施、検討すべきと考

えるが市長の見解を伺う。

３ 「被災者支援システム」の導入について 市 長

標記システムは、１９９５年の阪神・淡路大震災時

に兵庫県西宮市が独自に開発したものである。災害発

生時の住民基本台帳のデータをベースに被災者台帳を

作成し、①家屋の被害、②避難先、③犠牲者の有無、

④口座番号、⑤罹災証明書の発行状況などを一元的に

管理し、氏名などを端末に入力すると、被災関連情報

をすぐに知る事ができ、被災者の生活再建へ向け、迅

速な対応が可能となるシステムである。２００９年に

は総務省がＣＤ－ＲＯＭで全国の自治体へ配布してい

る。今回宮城県山元町でも導入し、罹災証明書のスム

ーズな発行の他、義援金などの交付、減免等も新たな

申請を不要とするなど、効果を発揮している。本市に

おいても、同システムの導入を是非、検討すべきと考

えるが市長の見解を伺う。

４ 福島第一原発事故に伴う放射線への対応について 市 長

標記については、子どもの父母等から大変に不安な

声を聞いている。福島県の隣接市である事から、その

様な心情は当然と思う。先般、福島市では胸などに付

けて積算放射線量を測定できるフィルムバッジを１５

才未満の子ども全員に装着させ、１か月１回その量を

測定することに決定したが、本市においても子どもの

健康の安全を守るために、実施の検討をしてはどう

か、見解を伺う。

７ １番 １ 白石市の放射能対策について 市 長

沼 倉 昭 仁 (1) 文部科学省は、５月２７日、福島県内の学校で子 教 育 長

（一問一答） どもたちが受ける放射線量を、今年度は、当面、年

間１ミリシーベルト以下を目指すと発表した。

これを１時間あたりの値になおすと０．１マイク

ロシーベルトとなり、更に、日本の規則では０．６

マイクロシーベルトを越えた地域は「管理区域」と
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７ １番 して掲示をし、一般の場所と違う取り扱いをするこ

沼 倉 昭 仁 とになっている。

（一問一答） 白石市が公表しているデータをみてみると、いく

つかの学校で「管理区域」の設定が必要な値となっ

ている。

白石市の放射能に対するガイドラインはどのよう

になっているのか。

(2) 宮城県は、４月の始めに採取した土壌について、

放射能測定を実施した結果をホームページで公表し

ている。

白石市の土壌からもセシウムが検出されており、

この数字を子どもたちの観点から見てみると、放射

線防護学で定める子どもの基準値の約２倍となって

おり、従って、子どもたちの健康を考えると、表土

を少し削った方が安全となる。

特に高い数値を示した場所について、校庭削土を

はじめとする除染作業、高放射線区域の隔離等を白

石市の責任で行うことが急務となっているのではな

いか。

(3) 角田市は、福島第１原発事故を受け、市内の全小

中学校で屋外プールを使った水泳の授業を実施しな

い方針を固めたことが報道された。

角田市のいずれの学校も基準を下回っているもの

の、屋外プールを使っても大丈夫と判断できる材料

がないこと、さらに、保護者の間にある不安の声に

早急に対応するものとなっている。

しかし、白石市では、屋外プールのたまり水やプ

ールサイドの測定も行わずに水泳の部活動が行なわ

れている学校もある。

白石市では「特段の問題はない」と「判断」した

理由は何か。

(4) 福島県の伊達市で、積算放射線量が年間２０ミリ

シーベルトを上回る見通しの地点が新たに見つかっ

たと報道された。

福島県では、このまま子どもたちを福島県で生活

させて良いのか、地域ぐるみの除染を行い、子ども

たちがもう一度元気に外で遊べるようになるまで避

難しよう、疎開させよう、という運動が広がってい

る。

白石市において、今後、更なる避難者のための窓

口や受け入れ体制はどのようになっているのか。

更に、原発事故の発生直後からこれまでの白石市

の受入体制はどのようになっていたのか。
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８ ３番 １ 放射能汚染問題について 市 長

水 落 孝 子 福島第一原子力発電所事故による放射能汚染問題 教 育 長

（一問一答） は、８０km圏内に位置する白石市において、大きな不

安が拡がっており、市民の安全・安心をどのように守

るかが、問われています。文部科学省がＨＰに５月９

日発表した土壌の汚染状況は、８０㎞圏内地域でのセ

シウム１３４、１３７の地表面への蓄積量が、１㎡あ

たり、３０万ベクレルの汚染状況であることが示され

ています。また、アメリカ・エネルギー省がＨＰで公

開している資料では、丸森町と白石市の一部で、年間

積算線量が５ミリシーベルトを越えるとされていま

す。白石市の汚染状況を空間・土壌の汚染マップが作

成できるほどの測定地点を持って測定をすることが必

要であると考えます。

そこで、次のことについて伺います。

(1) 幼稚園、保育園、小・中学校における放射線量測

定について

小学校・幼稚園・保育園で空間放射線量測定をして

いるが、一部ＨＰ上で公表されていない。

①空間放射線量測定結果を全部公表することと中学

校での測定もすること、その際に数値のリスク評価

を分かりやすく市民に知らせること。

土壌汚染調査こそ重要といわれています。

②土壌の汚染状況測定を特に、校庭・園庭を空間と

同程度に実施すること。併せて、側溝・プールの水

も測定すること。

③測定結果をふまえ、校庭・園庭の表土除去、プー

ル使用中止など必要なことを実施すること。

④文部科学省は、こどもへの年間積算放射線量は２

０ミリシーベルトから１ミリシーベルトが望ましい

と発言しているが、白石市での年間積算放射線量

は、５ミリシーベルトになる予測もあるなかでの対

策と所見を伺う。

放射線物質が体内に入った場合の蓄積のしかたや、

調理方法で一部除去できることなどを広めることで、

過度な不安を解消する一助になると考える。そこで、

⑤放射能汚染を正しく恐れるための基礎知識を身に

つける「市民講座」をあらたに開催すること。

(2) 牧草が放射能汚染されたことへの対応について

６月３日、大河原町で、国の目安を超えたセシウム

が検出された牧草の取り扱いに関する説明会があり

ました。この席で、農林水産省の担当者から、汚染

している牧草は牧草地などに埋脚するか畑などに梳

き込みをして処分して欲しいという驚くべき提案が

ありました。酪農家は、「梳き込みはしないでほし

い」という県の要請にこたえて、わざわざ刈り取っ
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８ ３番 てラップしたのであり、この労力を無にして新たな

水 落 孝 子 負担を課す方針に反発したのは当然です。さらに重

（一問一答） 大なことは、「梳きこんだからといって牧草の濃度

に大きな影響はない」という農水省の説明に対し

て、「出荷する原乳に対する消費者の不安に、安全

・安心をどうやってアピールするのか」「梳き込ん

だら二番草をどこから収穫するのか」「現場を知ら

なさ過ぎる」と言って拒否したのも当然です。

①食の安全に反する埋脚と梳き込みの方針を撤回す

るよう市として要求すること。

酪農家は、栄養価の高い１番草を食べさせたいと願

っていて「戸別もしくは地域ごとに刈り取った牧草の

測定を行い、安全が確認できた牧草を使用できるよう

にして欲しい」と求めています。測定体制を強化して

実現をめざすべきと考えますが、

②県と農水省との協議経過をお知らせ下さい。

また、市としての所見を伺う。

牧草の自給と放牧を確実に再開するため、

③空中と土壌の放射線量測定を実施すること。その

結果を踏まえ、必要であれば、牧草地の表土の除去

等をすすめること。

(3) 農産物に対する対応について

厚生労働省は４月４日、食品と水道水の放射性物

質に関する「地方自治体の検査計画について」の通

達を出しました。県は「週１回程度の頻度」での検

査を５月末から行っているが、食の安全確保と風評

被害を起こさないためにも、

①通達の趣旨に従い、検査の頻度と検体数を引き上

げるよう県に求めること。

②水田の土壌汚染測定検体数を引き上げること。


